
^破産債権、再生債権、更
生債権その他これらに準
ずる債権

24¶560¶163¶303

貸倒引当金 � 24¶558¶625¶770

1¶537¶533 1¶537¶533 0

_財政融資資金借入金（１
年以内償還予定を含む） (2¶592¶432¶953¶000) (2¶719¶543¶387¶394) (127¶110¶434¶394)

`デリバティブ取引 (4¶899¶437¶361) (4¶899¶437¶361) 0

~ 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。

退職給付関係
\ 退職給付債務及びその内訳 （単位：円）

平成22年度上半期末

\ 退職給付債務 � 10¶284¶450¶638

] 年金資産 2¶760¶797¶702

^ 未積立退職給付債務 \＋] � 7¶523¶652¶936

_ 会計基準変更時差異の未処理額 0

] 退職給付費用の内訳 （単位：円）

平成22年度上半期

\ 勤務費用 276¶405¶045

] 利息費用 69¶736¶416

^ 期待運用収益 0

_ 過去勤務債務の費用処理額 0

` 数理計算上の差異の費用処理額 0

a その他（厚生年金基金加入者掛金） � 37¶470¶658

^ 退職給付債務などの計算基礎

平成22年度上半期

\ 割引率 退職年金 2•0％

] 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

^ 数理計算上の差異の処理年数 １年

_ その他（会計基準変更時差異の処理年数） １年

` 未認識数理計算上の差異 0

a 未認識過去勤務債務（債務の減額） 0

b 貸借対照表計上額純額 ^＋_＋`＋a � 7¶523¶652¶936

c 前払年金費用 0

d 退職給付引当金 b－c � 7¶523¶652¶936
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（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
{ 貸付金
貸付金のうち、変動金利によるものは、短期間で政策金利を反映するため、時価は帳簿価
額に近似していることから当該帳簿価額によっております。一方、固定金利によるものは、
元利金の合計額をリスクフリーレートに信用リスクを加味したレートで割り引いて時価を算
定しております。

| 投資有価証券及び関係会社株式
投資有価証券については、取得価額を時価としておりますが、純資産額に持分割合を乗じ
て算定した額が取得価額の50％未満となった場合には、下落部分について強制評価減を実施
しております。
関係会社株式については、取得価額を時価としておりますが、純資産額に持分割合を乗じ
て算定した額が取得価額よりも下落した場合には、当該算定額をもって時価としております。

} 破産債権、再生債権、更生債権その他これらに準ずる債権
破産債権、再生債権、更生債権その他これらに準ずる債権については、担保及び保証によ
る回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は中間決算日における貸借
対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価と
しております。

~ 財政融資資金借入金（１年以内償還予定を含む）
財政融資資金借入金（１年以内償還予定を含む）の時価については、元利金の合計額を同
様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

� デリバティブ取引
デリバティブ取引は、金利関連取引（金利スワップ）であり、割引現在価値を時価として
おります。

資産除去債務関係

当機構は、本部ビルについて建物賃借契約を締結しており、賃借期間終了時に原状回復する義務を

有しているため、資産除去債務を計上しております。資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間

には契約期間を用い５年間、割引率は0•529％を採用しております。

当事業年度において、会計基準適用に伴い資産除去債務に計上した金額は68¶784¶655円であり、当

半期末における資産除去債務残高は、上記金額68¶784¶655円と時の経過による資産除去債務の調整額

181¶935円の合計68¶966¶590円です。

持分法損益等

当機構には特定関連会社がないため、連結財務諸表を作成しておりませんが、関連会社に係る持分

法損益等は次のとおりです。

\ 関連会社に対する投資の金額 113¶313¶206¶157円

] 持分法を適用した場合の投資の金額 114¶000¶572¶390円

^ 持分法を適用した場合の投資利益の金額 2¶285¶987¶972円

重要な債務負担行為

該当事項はありません。

重要な後発事象

該当事項はありません。
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